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1．計画策定の目的 

市民や来訪者の移動手段としての公共交通を維持してくためには、自治体と交通事業者、利用者が相互に協力の上、

地域の輸送資源の総動員と最適化による公共交通体系の改善が不可欠です。 

そのため、路線の維持・確保・改善に向けた調査を実施し、公共交通における利便性の向上を図り、持続可能な公共

交通ネットワークの全体像を提示する「杵築市地域公共交通計画」を策定し、計画に定める事業の実施を通じて、公

共交通における利便性の向上を図り、持続可能な公共交通網の構築を促進します。 

２．計画の期間    令和 6（2024）年 1 月から令和 10（2028）年 9 月までの５年間 

３．計画の対象区域  杵築市全域 

４．課題や取り巻く環境の変化の整理・分析 

住民アンケート調査、高校生アンケート調査、観光来訪実態調査、ワークショップ等を実施したことで、地域や地

域公共交通の抱える課題と取り巻く環境について、整理・分析を行いました。 

 

５．基本的な方針と杵築市公共交通の将来像 

 

公
共
交
通
を
取
り
巻
く
環
境
の
変
化 

 幹線的な路線として、鉄道や路線バス（国大線、国杵線等）

が運行 

 旧市町村を連絡する循環コースのほか、地域内をコミュ

ニティバスが運行 

公
共
交
通
網 杵

築
市
の
公
共
交
通
の
現
状
・
課
題 

 路線バスやコミュニティバスをカバーするような形で予

約制の乗合タクシーが運行 

 中学校対象のスクールバスにおいて一般の方も混乗でき

る形で運行されている 

 市立山香病院通院支援事業など多様な移動資源が存在 

移
動
サ
ー
ビ
ス 

 安全で公共交通網の利便性が高く、持続的に居住環境が維

持できると見込まれる杵築ＩＣ入口周辺及びＪＲ杵築駅

周辺を中心に居住を誘導 

 商業、医療、福祉等の集約と、公共交通のネットワーク化

による自家用車に過度に依存しないコンパクトで持続可

能なまちづくり 

ま
ち
づ
く
り 

 持続可能な未来の形成（SDGs） 

 輸送資源の総動員による持続可能な公共交通網の構築 

 慢性的な運転者不足への対応 

 公共交通分野全般的な収益性の悪化への対応 

 移動の縮小化・個別化への対応 

社
会
的
な
ニ
ー
ズ 

 公共交通利用者数の減少と路線廃止や減便による悪循環 

 公共交通に対する財政負担額の増加 

 路線バスやコミュニティバスにおいて、利用が少なく、運

行効率の悪い区間や便が存在 

 ドア to ドアのサービスの必要性の増大 

問
題
点
・
課
題 

地
域
の
現
状
・
課
題 

 人口減少・高齢化のさらなる進行 

 山間部では高齢者人口も減少し、集落が縮小化 

 交通不便地域の残存 

人
口
動
向 

 後期高齢者であっても、高い自家用車依存 

 自家用車移動の定着により、市民や来訪者の移動ニーズは

個別化（ドア to ドア、自身の好きな時間） 

 地域の持続のための、移動を軸とした生活の支援の必要性

が山間部を中心に拡大 

 公共交通の利便性が低く、市民や来訪者は自家用車移動や

レンタカー移動が中心となっている 

移
動
ニ
ー
ズ 

杵
築
市
の
公
共
交
通
に
求
め
ら
れ
る
役
割 

③持続的で便利な公共交通サービスへの転換 

効率的・効果的に公共交通を運営し続けるため、公共

交通を真に必要とする場所や人を見極め、路線網の見

直しやオンデマンド型交通等の新技術の活用も見極め

ながら最適なサービスの導入を図ります。 

②幹線公共交通網を活かしたにぎわい創出 

幹線公共交通である鉄道や幹線路線バス、空港連絡バ

スを活用し、広域にまたがる生活圏の形成や観光周遊

を支える移動環境の維持・改善を図ることで、にぎわ

いがあるまちの創出につなげます。 

④あらゆる輸送資源の連携・統合 

路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー、タクシ

ー等の公共交通に加え、スクールバス、通院支援等の

他の移動サービスとも連携し、地域旅客運送サービス

全体が持続的に運営できる環境の創造を推進します。 

基
本
的
な
方
針 

人・自然・文化が調和した安心・安全で活力あふれるまち 

～自家用車に過度に依存せず、地域の活力を生む公共交通のまちづくり～ 

杵
築
市
の
公
共
交
通
の
目
指
す
目
標 

③公共交通網の最適化 

公共交通全体だけでなく、役割や路線に応じた目標

を明確にし、個々の公共交通の最適化を図ります。 

 市民 1 人 1 か月あたりの公共交通財政負担額 

②円滑な交通による活力ある地域の実現 

生活利便施設や観光施設等と交通事業者の連携を

強化し、広域交通の維持・改善を図ります。 

 公共交通利用者数（路線ﾊﾞｽ、ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ、乗

合ﾀｸｼｰ合計利用者/JR 杵築駅利用者/ﾀｸｼｰ利用

者） 

 杵築城入口・酢屋の坂バス停利用者数 

④地域旅客運送サービスの持続性向上 

運送サービス相互の連携や役割分担を推進すると

ともに、財政負担の適正化を図り、利便性と持続性

の両立を推進します。 

 コミュニティバス、乗合タクシーの収支率 

 市民 1 人 1 か月あたりの公共交通財政負担額 

①自家用車依存からの転換と健康づくり 

自家用車に過度に依存せず、歩行+公共交通移動を適度

に組み合わせた賢い移動への転換を図り、ニーズに合

った移動サービスを提供し、健康まちづくりを推進し

ます。 

①自家用車に過度に依存しない移動環境構築 

利便性向上策や利用促進策を講じ、自家用車から安

心して転換できる移動環境の構築を図ります。 

 コミュニティバス市内循環コース 1 便あた

りの平均乗車数 

 乗合タクシー1 便あたりの平均乗車数 

 公共交通利用体験会開催数 



杵築市地域公共交通計画 概要版 
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６．公共交通ネットワーク形成に向けた基本的な考え方 

 

     

 

サービス 役割 

移動

の質

と量 

確保・維持策 

 
広域 
幹線 

 市内外をまたぐ広域的な
通勤通学や観光など多目
的での移動手段を確保 

  鉄道や幹線的な路線バスを高頻度かつ
幅広い時間帯で確保 

 地域公共交通確保維持事業（幹線補助）
を活用し持続可能な運行を目指す 

地域間 
交通 

 市内の各地域間や市外周
辺地域を連絡し、通学や買
い物・通院等の日常的な移
動手段を確保 

  路線バス、コミュニティバスにより、平
日を中心として生活行動に必要な水準
を確保 

都市内 
交通 

 都市内の中心拠点や生活
拠点と広域連携拠点間を
結び、生活利便施設や観光
拠点等の周遊時の利便性
を確保 

  路線バスやデマンド型交通、タクシー等
により、高頻度かつ柔軟なサービスを確
保 

地域内 
交通 

 主に地域内の基礎的な生
活行動を支える移動手段
を確保 

  デマンド型交通、タクシー等による柔軟
な移動サービスを必要十分な水準で確
保 

 地域公共交通確保維持事業（フィーダー
補助）を活用し持続可能な運行を目指す 

その他の 
補完的 
サービス 

 通学や通院等の特定の移
動目的に対応した公共交
通を補完する移動手段の
確保 

  公共交通を補完するサービスとして、必
要に応じて相互の連携を図る 

 

７．実施事業 

杵築市における公共交通網の目標および将来像の達成に向け、基本方針に基づいて、設定した個別事業を以下に示

します。 

各事業は、記載する実施主体が事業を推進するものとしますが、本計画期間内においても事業の有効性等を鑑み

て、随時、実施事業及び事業内容は見直しを行います。 

 

 

 

計画目標 

 実施事業 実施主体 スケジュール 

R5 R6 R7 R8 R9 R10 

自家用車に過度に依存しない移動環境構築 

 利用ニーズを踏まえたコミュ

ニティ交通の運行内容の最適

化 

杵築市、交通事業者 

 
  

   

 地域コミュニティ組織や商

業・福祉施設等と連携した利

用促進策の実施 

杵築市、地域関係者、交通事

業者    

 

  

円滑な交通による活力ある地域の実現 

 地域間交通の維持・改善と交

通結節点の検討 

杵築市、交通事業者 
 

 
    

 市域全体を対象とした新たな

運賃体系の設定 

杵築市、交通事業者 
      

公共交通網の最適化 

 AI・ICT を活用したデマンド

運行システムの導入 

杵築市、交通事業者 
 

  
   

 利用ニーズを踏まえたコミュ

ニティ交通の運行内容の最適

化 

杵築市、交通事業者 

  
 

   

 観光資源を活かした MaaS 施

策の検討 

杵築市、交通事業者、観光関

係者 
      

地域旅客運送サービスの持続性向上 

 公共交通の持続的な運行に向

けた人材確保支援 

杵築市、交通事業者 
 

  
   

 輸送資源の統合に向けた検討 杵築市、市内関係部署、 

交通事業者、商業施設、 

運送会社 

 

  

 

  

 安心安全で持続可能なコミュ

ニティ交通のための運行契約

のあり方の見直し 

杵築市、交通事業者 

 
 

    

  

都市中心拠点 
都市生活拠点 

広域幹線 

地域間交通 

都市内交通 

地域内交通 

市外周辺地域 

広域連携拠点 

地域中心拠点 

地域中心拠点 

大
規
模
・
多
目
的 

 
 

 
 

小
規
模
・
限
定
的 

公
共
交
通 

準備 
再編 

（利用状況により見直し） 

検討➡段階的に実施 

路線・ダイヤなどの 

定期的な見直し 
検討 

検討➡段階的に実施 

検討・準備 運用開始 

準備 
再編 

（利用状況により見直し） 

検討・準備 運用開始 

実施 検討 

実施可能

性検討 
実証的に運行 

検討・実施 
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８．計画の達成状況を評価する数値指標 

 

計画目標 

 数値指標 現状値 
（R3年度） 

中間値 
R7 年度末 

目標値 
R10 年度 

自家用車に過度に依存しない移動環境構築 

 コミュニティバス市内循環コース 1便あたりの平均乗車数 5.3 人 5.3 人 5.3 人 

【考え方】公共交通による地域内移動を推進し、現状維持を目指す。 

【取得方法】市統計 

【評価時期】毎年 

 乗合タクシー1便あたりの平均乗車数 2.2 人 2.2 人 2.2 人 

【考え方】公共交通による地域内移動を推進し、現状維持を目指す。 

【取得方法】市統計 

【評価時期】毎年 

 公共交通利用体験会開催数 0 回 のべ 2 回 のべ 4 回 

【考え方】体験会の開催により公共交通利用の転換及び習慣化を図

る。 

【取得方法】市統計 

【評価時期】毎年 

円滑な交通による活力ある地域の実現 

 公共交通利用者数 

（路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー合計利用者/杵
築駅乗車人員/タクシー利用者） 

路線バス、コミュニ
ティバス、乗合タク
シー合計利用者数 

269,688 人 
 

杵築駅乗車人員 

683 人 
 
タクシー利用者数 

61,954 人 

路線バス、コミュニ
ティバス、乗合タク
シー合計利用者数 

269,600 人 
 

杵築駅乗車人員 

680 人 
 
タクシー利用者数 

61,900 人 

路線バス、コミュニ
ティバス、乗合タク
シー合計利用者数 

269,600 人 
 

杵築駅乗車人員 

680 人 
 
タクシー利用者数 

61,900 人 

【考え方】公共交通の最適化により利用者数維持を図る。 

【取得方法】公共交通事業者データ、市集計 

【評価時期】毎年 

 杵築城入口・酢屋の坂バス停利用者数 2 人 3 人 3.75 人 

【考え方】観光施策との連携により来訪者増を目指す。（1 日

合計乗降者数の平均値） 

【取得方法】公共交通事業者データ 

【評価時期】毎年 

公共交通網の最適化 

 市民 1人 1か月あたりの公共交通財政負担額 

（路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー） 
229 円 230 円 230 円 

【考え方】効率的な運行により公共交通の負担額を抑える。 

【取得方法】公共交通事業者データ、市集計 

【評価時期】毎年 

地域旅客運送サービスの持続性向上 

 コミュニティバス、乗合タクシーの収支率 8.6% 8.6% 8.6% 

【考え方】財政負担を悪化させず公共交通の維持を図る。 

【取得方法】公共交通事業者データ、市集計 

【評価時期】毎年 

 市民1人1か月あたりの公共交通財政負担額（再掲） 

（路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー） 
229 円 230 円 230 円 

【考え方】財政負担を悪化させず公共交通の維持を図る。 

【取得方法】公共交通事業者データ、市集計 

【評価時期】毎年 

９．PDCAサイクルによる計画の継続的な改善 

目標を達成するためには、計画的に事業を進めることが重要です。 

そのために、継続的に取組みを実施していく（Do）と同時に、その取組み結果を詳細に把握・評価し（Check）、

課題が見つかればさらに見直しを検討・調整し（Action）、新たな取組みの計画を立案する（Plan）という「PDCA」

のサイクルに基づいて、達成状況の評価を進めていきます。 

表 1 PDCA の実施サイクル 

 各年度 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

協議会          
 

  

コントロール 

ポイント 

 

 
 

 
   

  
 

 

 

実施すること 

    

  
    

 
 

 

１０．計画の推進体制 

本計画は、改正地域公共交通活性化再生法及び交通政策基本法の趣旨に鑑み、計画の策定主体である本市を中心

に、杵築市地域公共交通活性化協議会の構成員である交通事業者、地域住民、行政が一体となり、それぞれが主体性

を発揮しながら、推進を図ります。 

表 2 計画の推進体制一覧表 

事業主体 役割 

杵築市 
関係者との密接な連絡調整 

新規事業の企画・立案 

交通事業者 

旅客運送サービスの質の向上 

利用状況等のデータの収集・分析 

積極的な利用促進事業の実施 

地域住民等 

公共交通機関の積極的な利用 

情報発信などの積極的な啓発活動の実施 

地域等における要望等の取りまとめ 

県 広域的な見地からの助言 

国 
先進事例等の情報提供 

行政及び交通事業者の人材育成 

 

 

① ② 

★ ★ ★ 

次年度予算要求 

● ● 

● 

前年度実施事業見直し 

検討に基づく計画の改定 

次年度計画の具体化 

事業の実施 

評価の実施 

次年度実施事業 

見直し・改善検討 

 

● 

モニタリングの実施 

P P 

D 

C C 

A 

杵築市地域公共交通活性化協議会（事務局：杵築市役所 協働のまちづくり課内） 

〒873-0001 大分県杵築市大字杵築 377 番地 1 

TEL：0978-62-1814 / FAX：0978-63-3833 

事業評価 

③ 


